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１．令和7年度 健康経営度調査/健康経営優良法人

認定申請等の状況のご報告
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令和7年度の健康経営度調査回答数、申請数（速報値）

出典：ACTION！健康経営（https://kenko-keiei.jp/5926/）
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健康経営推進方針の策定方法

n=4007(Q17＝1と回答した法人数)

• 企業ビジョンや理念の達成に向け健康経営推進方針を策定する企業が、8割以上。他方で、

経営計画への健康経営KPIの導入やマテリアリティに健康経営推進を組み込む企業は4割程度。

• 産業保健の専門家の意見取り入れ方針を策定する企業は8割以上だが、

社外取締役や経営の専門家に意見を求める企業は約3割。

Q17SQ2（Qで「1」とお答えの場合）健康経営方針をどのように策定しましたか。（いくつでも）

85.7%

57.8%

64.4%

44.9%

44.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

企業のビジョンや理念の達成に向け、健康経

営を通じて何を実現するかを特定

自社内の健康投資、健康投資効果、健康資源

の状況を整理

経営課題と、その経営課題の解決につながる

健康課題を統合的に管理

健康経営の実施により期待する効果につなが

るKPIを（中期）経営計画に組み込み

自社全体の経営戦略と統合し、マテリアリ

ティに健康経営の推進を組み込み

48.6%

30.1%

85.7%

29.2%

64.4%

64.6%

0.2%

0.0% 50.0% 100.0%

従業員参加のワークショップなどから意見を反映

経営の専門家（コンサルタント等）の意見を聞く

健康経営・産業保健の専門家の意見を聞く

社外取締役の意見を聞く

同業他社等との意見交換

客観的に分析したレポートから健康課題を抽出

特に行っていない

経営レベルでの策定・経営戦略との統合 客観的視点の導入

n=4007(Q17＝1と回答した法人数)
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健康経営推進方針の浸透

n=4007(Q17＝1と回答した法人数)

• 健康経営推進方針を経営トップ自らが発信する企業は8割を超えるが、

昨年度までの評価結果を発信する企業は3割程度。

• 文書や集会、研修等の機会を通じて従業員に推進方針を浸透させている企業が6割以上。

Q17SQ4.（Qで「1」とお答えの場合）健康経営の推進の方針について、従業員の理解や意識を促進するために、経営トップや健康経営推進担当者、管理職がどのような取り組みを行っていますか。（いくつでも）

経営トップ自らによる促進（発信内容） 健康経営推進担当者や管理職等からの促進

n=4007(Q17＝1と回答した法人数)

83.5%

45.3%

40.5%

34.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

健康経営推進方針

推進方針を踏まえた目標・KGI

具体的な推進計画

昨年度までの健康経営の評価結果

78.0%

61.6%

67.5%

66.8%

50.5%

43.3%

40.4%

43.8%

27.0%

1.5%

0.0% 50.0% 100.0%

従業員に対して定期的に文書で通達

朝礼や全社集会等を通じて定期的に伝達

従業員に対して研修等を通じて定期的に伝達

管理職に対して研修等を通じて定期的に伝達

定期的にアンケートなどで理解度を確認

自社方針などに関する従業員間の議論の場の設定

方針に対する意見を一般従業員から募集

推進体制に担当以外の一般従業員を参画

その他

特に行っていない
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上場企業のみ｜投資家との対話状況

47.0%

44.8%

35.1%

32.7%

25.5%

20.5%

14.9%

0.1%

0.0% 50.0% 100.0%

健康経営を企業の成長戦略の中に位置付け説明

ESGの一環として健康経営を位置付け説明

経営トップ自らが健康経営の方針を説明

特に話題になったことはない

具体的なKPIを設定し、投資家と対話

健康経営を評価軸に含めている投資家などへ説明

その他

株式を上場していない

• 投資家との対話において、企業の成長戦略やESGの一環として健康経営を説明する企業が4割

を超える。

• 他方で、特に話題になったことはないと回答した企業が、約3割存在。

Q19.投資家との対話の中で、健康経営をどのように話題にしていますか。（いくつでも）

投資家との対話における健康経営の位置づけ

n=1318(Q5＝1と回答した法人数)
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健康経営推進方針を議論・意思決定する会議体

• 健康経営推進方針等を取締役会で議論・意思決定する企業が約3割。経営会議など執行側の会

議体で議論・意思決定を行う企業と合わせると、8割弱。

Q23.健康経営の推進にあたっては、経営層がリーダーシップを持ち推進することが重要です。Q17で回答した健康経営の推進方針などを、取締役会や経営会議などの会議体で議論・決定していますか。（1つだけ）

健康経営推進方針等を議論・意思決定する会議体

n=4175

取締役会, 

28.6%

経営会議などの

執行側の会議体, 

49.9%

サステナビリティや健康経営に限定し

た会議体, 10.9%

特に経営層で議論・意思決定していない, 

10.0%

無回答, 0.7%

78.5％
（取締役会、経営会議等計）
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経営レベル会議での決定事項・報告事項

85.3%

51.5%

57.4%

54.1%

67.5%

47.9%

6.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

健康経営優良法人認定状況

同業種中における当社の位置付けやその背景

健康経営のKGI／KPIの達成状況

施策に関する進捗や費用対効果

従業員の健康状態や健康意識

健康スコアリングレポート等外部評価結果

その他

77.9%

74.3%

37.2%

39.3%

4.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

健康経営の推進方針・目標・KGI

健康経営の具体的な推進計画

健康経営に係る人的リソース

健康経営に関する予算

その他

n=3729(Q23＝1～3と回答した法人数)

• 推進方針・目標・KGIや具体的な推進計画を決定する企業が約7割。

• 他方で、報告事項として、KGI/KPIの達成状況や施策の進捗を報告する企業は5割程度だった。

Q23SQ1.（Qで「1」～「3」いずれかお答えの場合）Qで回答した会議体において、どのような内容を決定し、報告を受けていますか。（いくつでも）

決定事項 報告事項

n=3729(Q23＝1～3と回答した法人数)
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企業の健康風土の醸成状況の把握

39.6%

39.5%

42.2%

32.1%

22.2%

60.5%

49.2%

11.0%

7.4%

11.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

アンケート等で自社の健康経営の推進方針、目標に対する従業員の認知・理解度の…

アンケート等で自社の健康経営推進に対する満足度の変化から把握

従業員間におけるコミュニケーション量・頻度の変化から把握

チームや部署を超えたコミュニケーション量・頻度の変化から把握

従業員と経営層における健康経営に関するコミュニケーション量・頻度の変化を握

アンケート等で組織風土を測定する指標の変化量から把握

上司や同僚からのサポート状況の変化をヒアリング等で把握

外部取引先に対して、自社の組織活性化の状況の変化をヒアリング等で把握

その他

特に把握していない

n=2525(Q72＝6と回答した法人数)

• 約9割の企業が健康経営の継続的な実施による企業の健康風土の醸成状況を把握。

• 具体的に活用している指標としては、職業性ストレス簡易調査票に含まれる

上司の支援/同僚の支援に関する得点が活用されていた。

Q72.健康経営の継続的な実施による組織全体の雰囲気や風土といった企業の健康風土の醸成状況や、それらに関連した状況の変化をどのように把握していますか。（いくつでも）

企業の健康風土の醸成状況の把握

n=4175

定
量

定
性

Q72SQ1選択肢 選択率

職業性ストレス簡易調査票から、上司の支援/
同僚の支援に関する得点を算出 81.1%

知覚された組織的支援（POS）を用いて把握 9.1%

知覚された管理職支援（PSS）を用いて把握 7.6%

職場のソーシャルキャピタルの状況を
測定尺度を用いて把握 10.1%

その他 31.9%

Q72SQ1.具体的に活用している指標（いくつでも）
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目標の達成状況を確認するKGIの検証方法

• KGIについては、経年で改善状況を把握し検証を行う企業が7割以上。特に検証していない

企業も、1割程度存在。

• 検証後、目標やKGIを見直した企業が約7割、戦略マップ・推進計画を見直した企業は約6割。

Q73.Q17SQ1で回答された目標の達成状況を確認する指標（KGI）についてどのように検証していますか。
（いくつでも）

KGIの検証方法

n=3508（Q73＝1~5と回答した法人数）

77.7%

38.7%

16.9%

41.5%

22.3%

14.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

最終的な目標指標結果を経年で把握

取り組みと目標指標間の相関関係等を検証

複数社でデータを共有し相対比較

保険者が保有するデータと合わせて検証

外部の研究者・有識者等に効果分析を依頼し検証

特に検証していない

Q73. SQ2.（Qでいずれか検証とお答えの場合）検証後に健康経営の取り組みをどのように改善しましたか。
（いくつでも）

検証後の改善事項

n=4175

70.6%

59.8%

36.3%

25.6%

40.5%

11.7%

3.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

検証結果を踏まえた目標とKGIの見直し

戦略マップ・推進計画の見直し

健康経営に関する人的リソースの見直し

保険者との役割分担の見直し

健康経営に関する予算の見直し

その他

特に改善していない
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検証結果のレビューを行うレベル

経営トップ, 

48.9%

経営層レベル, 

29.9%

健康経営推進担当部門の部長レベル, 

13.3%

健康経営推進担当者レベル, 4.0%

レビューや改善案を議論していない, 1.2%
無回答, 4.9%

• KGIの検証結果の確認や最終的なレビューを行うレベルとして、約8割が経営トップ・経営層

レベルと回答。

• 健康経営推進担当者以外に、約3割の企業が産業医が参加と回答。

また、従業員代表が参加する企業も存在。

Q73SQ1.（Qでいずれか検証とお答えの場合）検証結果の確認、最終的なレビューや改善案の決定を
どのレベルで実施していますか。（１つだけ）

KGIの検証結果のレビューを行うレベル

n=3508（Q73＝1～5と回答した法人数）

78.8％
（経営トップ、経営層レベル計）

レビュー参加者
Q73 SQ1SSQ1.（SQ1で「1」～「4」とお答えの場合）
決定の場に、健康経営推進担当者以外で誰が参加していますか。（いくつでも）

36.7%

35.9%

20.3%

35.3%

24.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

産業医

保健師等産業医以外の専門職

健保組合等保険者の担当者

従業員代表

その他

n=3372（Q73SQ1＝1～4と回答した法人数）
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取引先・他社への健康経営支援

• 約7割の企業が取引先や他社の健康経営を支援。

• 自社の取り組みに取引先の従業員も参加可能としている企業が6割を超え、

施策内容・方法に関するノウハウを提供する企業が約5割だった。

Q21.取引先や他社の健康経営の支援を行っていますか。（いくつでも）

取引先や他社への健康経営の支援

n=3007（Q21＝特に行っていない、無回答を除き集計）

支援している, 

72.0%

特に行っていな

い, 27.2%
無回答, 0.8%

n=4175

61.1%

51.2%

49.0%

42.8%

31.1%

22.1%

7.5%

0.0% 50.0% 100.0%

自社取り組みに取引先や他社の従業員も参加可能

施策内容・方法（ノウハウ提供）

健康経営の取り組みを取引先や他社と共同で開催

具体的な健康経営施策自体を直接提供

効果検証方法や指標設定（ノウハウ提供）

戦略マップ作成方法（ノウハウ提供）

健康経営推進状況などを確認し独自に顕彰
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女性の健康に関する取り組み｜セミナー等による教育

• 女性の健康に関する教育については、対象を限定せず実施する企業が約6割。

• 具体的な教育内容としては、PMSや更年期症状、がんを取り上げる企業が6割以上。

Q48.女性特有の健康関連課題（※）に関する知識を得るための取り組み（セミナー等での教育）について、
どのような従業員を対象に行っていますか。（いくつでも）

対象としている範囲

n=3570（Q48＝1~3と回答した法人数）

Q48SQ1.（Qで「1」～「3」とお答えの場合）どのような内容の教育を行っていますか。（いくつでも）

具体的な教育内容

n=4175（R7）、n=3869(R6)

25.5%

24.7%

62.5%

13.5%

27.6%

23.6%

59.5%

14.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

女性のみに限定して実施

管理職のみに限定して実施

対象を限定せず実施

特に行っていない

R7

R6

78.1%

75.1%

67.9%

41.3%

27.3%

26.7%

21.9%

22.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

月経周期に伴う心身の変化(PMSなど)

女性の更年期症状・更年期障害

女性のがん・女性に多いがん

子宮内膜症や女性の良性腫瘍

貧血

頭痛、片頭痛

やせ

その他
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女性の健康に関する取り組み｜施策内容

• 婦人科健診・検診への金銭補助を行う企業が8割以上。

• そのほか、社内体制構築や専門の相談窓口の設置、休暇を取得しやすい環境整備などに取り

組む企業が5割以上だった。

Q49.女性特有の健康関連課題に関する行動を促すために、どのような取り組みを行っていますか。（いくつでも）

女性の健康に関する取り組み内容

n=4175

84.9%

59.8%

58.8%

57.4%

54.4%

42.9%

32.0%

30.9%

27.0%

24.0%

19.2%

13.8%

1.8%

26.0%

婦人科健診・検診への金銭補助

女性の健康関連課題に対応する社内体制構築

婦人科健診等受診の就業時間認定・有給付与

女性の健康専門の社外相談窓口を設置

生理休暇を取得しやすい環境を整備

妊婦健診等の母性健康管理サポート周知

女性の健康づくりを推進部署設置

骨密度低下（骨粗しょう症）予防の支援

女性専用の休憩室を設置

更年期症状や更年期障害の改善に向けた支援

月経随伴症状の自己管理アプリ等提供

低用量ピルの費用補助

特に行っていない

その他
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2．令和7年度 健康経営優良法人認定事務局

活動のご報告



健康経営ハンドブック

健康経営にご興味を持っていただいた方に向けて、健康経営とは何か、どのようなメリットがあるのか、具体的にどのように
取り組みを始めたら良いのか等を、分かりやすく記載したハンドブックをリリース！



申請をサポートする説明動画の公開

R7年度の健康経営優良法人認定の申請に関する説明動画（大規模/中小規模それぞれ）を申請開始時期に
併せて公開。
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8月の申請開始に伴い、全国3か所（大阪、横浜、名古屋）でセミナーを開催。
午前は、これからはじめて健康経営に申請する法人向け、午後は継続して申請している法人に向け今年度の申請のポイントについての説明
を実施した。

令和7年度 地方セミナー

大阪 横浜

名古屋

「ACTION！健康経営」にてセミ
ナーレポートを公開中！

←横浜での開催の様子をアーカイ
ブ動画として、 「ACTION！健

   康経営」でも公開

アーカイブ
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健康経営コンサルティング自己宣言企業座談会

健康経営コンサルティング自己宣言企業を対象に座
談会を実施。
サービス提供時の課題等を健康経営コンサルティング
自己宣言企業同士で共有し、更なるサービスの質の
向上につなげていただく場を創出した。

健康経営コンサルティング自己宣言
ロゴマーク

令和7年12月現在 56社 の健康経営コンサ

ルティング企業が自己宣言済み。
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日経新聞を活用した広報施策

申請開始日（8/18）日経新聞掲載 健康経営の価値発信シリーズ
（日経新聞掲載）

申請開始時に
地方・ブロック紙へ

掲載

【北海道新聞】 【西日本新聞】 【河北新報】
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